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艦艇から爆撃機に対する情報支援などの訓練が行われた。また、

早期警戒機に初めて空中指揮所を開設するなど海空協同作戦能力

は近代的・実戦的水準に達している(21)。 

2014 年７月末から８月にかけて実施された東海統合作戦指揮セ

ンターの指揮による東シナ海での演習は、民間航空にまで影響を

与える例年以上の規模の訓練だった。中国国防部は、「軍の能力

を確認すること、実戦的な訓練に変化すること、態勢を整えるこ

とは重要だ」と述べ、中華日報は３月の中央軍事委員会の発表に

応えるように「より実戦的」になったと伝えた(22)。 

エ 自衛隊機および米軍機に対する影響 

2014 年６月、ADIZ を航行していた航空自衛隊機が解放軍機によ

る要撃を受けて異常接近事案が発生したことを防衛省が発表、日

本政府は大使館を通じて中国に抗議した(23)。これに対して中国国

防部は中国が関係規定に基づき戦闘機を出動させ抑制的に対応し

たと防衛省の発表を否定し、逆に ADIZ 内パトロール中に日本の戦

闘機が至近距離まで接近したと批判した(24)。 

2014 年８月、南シナ海で米軍機に解放軍機が危険行為を行った

として米国国防総省が発表。これに対し中国国防部は通常の識別

行為であると危険行為を否定、緊張状態の原因がアメリカにある

と反論した(25)。 

ADIZ 設定および米軍機、自衛隊機に対するこうした批判を 

Lawfare strategy(26)の一環として捉えるならば、中国が実施している

防御的緊急措置は、国家機能、権限行使の既成事実としての積み

重ねとなる(27)。報道によって日本、米国および周辺国の国民に対

する中国の主張を信じさせる刷り込み効果を期待しているほか、

空中衝突事故(28)のような事件が発生した際に、中国の正当性を確

保するために行われていると推定する。しかしながら中国に対す

る各国の反応をみる限りうまく機能しているとはいい難い状況に

ある(29)。 
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オ 航空交通管理について 
東シナ海の空域調整は南京軍区司令部、南京軍区空軍、空軍上海

基地（防空部隊）、空軍第 26 航空師団（早期警戒部隊）、東海艦

隊海軍航空部隊、東シナ海交通管制局、市の代表者で構成される領

空管理調整委員会で行っている(30)。 
元来、中国の空域管理は副首相と SATCC が権限を持つが

SATCC 事務局は GSD 運用局内にあり、実質的に解放軍が中国全空

域を管理していた。ADIZ 発表に併せて、低高度における民間航空

の管理権限を民間航空当局へ移管した(31)。これにより ADIZ も同様

に低高度の管理権限を委任したものと考えられる。これは、近年航

空機の交通量増大に伴う業務の煩雑化および民間航空交通の停滞を

避ける目的があったと分析する。 

(3) 解放軍の統合化について 

ア  軍の現状（編成、特徴） 
解放軍の軍区編成は陸軍主体で朝鮮戦争後に編成された 11 大軍

区から 1985 年に現行の７大軍区編成となっている。解放軍は中国

の軍隊ではなく共産党の軍隊が基本であることから各級指揮官と並

列に政治委員が配置され、指揮系統が二重に存在するのが際立った

特徴である(32)。 
予算とポスト配分が陸軍に偏重しているのも特徴の一つである。

これは陸軍が先行して組織されたこと、および国共内戦と朝鮮戦争

を陸軍中心で戦ったことに由来しているが、現在も陸軍を重視する

態勢が続いていることに対して海空軍の不満は大きい(33)。国防部

長、解放軍総部４部の長等から構成される党中央軍事委員会は陸軍

出身者が多数を占め、その他の解放軍の各機関の主要な役職も陸軍

の将官が就いている(34)。また、解放軍最高級将校を擁する人民解

放軍総部総参謀部直下の組織として中央軍事委員会統合指揮作戦セ

ンターが北京賜山の地下に設けられたが、内部構成が軍種ごとの縦

割りになっている(35)ことと照らし合わせて考えると解放軍全体と
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して統合作戦を充分に理解しているか疑問である。 
解放軍は民兵組織として発展してきた経緯から特定業者との癒着、

装備調達に関する予算が不透明で無駄が多い(36)。前近代的な組織

からの脱却が課題となっている解放軍は、汚職追放や会計の透明化、

将兵の収入と退役軍人の社会保障制度の整備が、統合化とともに解

放軍近代化のための改革方針となっている(37)。 
イ 統合化に向けて 

2012 年 11 月に空軍の許其亮が党中央軍事委員副主席に選出され、

解放軍陸軍の司令部機能を兼ねている解放軍総部総参謀部の作戦部

副長に陸軍出身者以外の者が二代続けて就任したことは、統合作戦

を意識した人事という見方もされている(38)。 
2013 年 11 月中国共産党は三中全会において統合作戦を視野に入

れた「国防と軍隊体制・編成の改革」を採択、国防と軍隊の近代化

を早急に推進するとしている(39)。2013 年９月には習主席が 30 万人

削減を発表し、これに伴い軍区の再編、戦区への変更と戦区におけ

る統合作戦司令部の設置が検討されている(40)。また、ここ数年解

放軍は海空協同および統合の演習を頻繁に実施しており、情報化の

条件下での局地戦勝利を目標に統合または協同作戦を訓練する機会

が度々作為されているとみるべきである。 
ウ 習主席による統合化の推進 
習主席以前の国家主席、江沢民と胡錦濤は、中央軍事委員会副主

席の除才厚を通じて軍を掌握した（除は 2012 年に中央軍事委員会

を全ての党の役職を退く）が、習主席は自身により直接の掌握が試

みられている。習主席の父親は解放軍の将官であり、習自身も国防

部の勤務経験がある。また、習主席は積極的に軍の視察を行ってい

ることから、前任者二人に比べて軍は彼を好意的に捉えている(41)。 
2014 年３月、習主席は「中央軍事委員会国防と軍隊改革深化指

導小組」の第１回全体会議を招集した。五つの小組を設置し、習主

席自ら小組主席として就任し「改革を推進する必要がある」等の談
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話を発表(42)。習主席は解放軍の支持を背景に「強軍」建設を目標

として、汚職の追放など規律強化を図り、軍の機構改革を進めよう

としている(43)。 
演習「任務行動 2013」（ACTION MISSION 2013）では、中央軍

事委員会統合作戦指揮センターに習主席が数回訪れるなど軍に対す

る関心の高さがうかがえる。国防部報道官は「解放軍は統合指揮機

能を点検し、中国独自の統合指揮システムへ歩む」とコメントした
(44)。 

 
３ 評価 

(1) 東シナ海における作戦基盤と指揮 
ア 統合作戦基盤（指揮統制機能）の確立 
解放軍は指揮、隊員の規律および器材への習熟において多くの課

題を指摘されている(45)。しかし、2013 年 1 年間で解放軍が実施し

た大規模な演習は 40 回を数え、その内容が高度化しつつある(46)。

部隊およびプラットフォーム間での情報交換を含めた協同、統合演

習、近年における防空組織のネットワーク化、データリンク搭載の

航空機、艦船等の増加から判断すれば(47)、練度は不明であるもの

の限定されたシナリオ下で当該軍区（南京軍区）内の航空機、艦船、

SAM 部隊は東海統合作戦指揮センターの一元化した指揮の下に行

動可能とする作戦基盤（指揮・統制機能）が整えられている(48)。

また、低高度空域の管理移管および東海統合作戦指揮センターから

国家安全委員会へ報告する件が参考文献（1）、（2）で報じられて

いるが、これはネットワーク化等により空中状況の掌握が容易にな

ったことで、軍外部の組織との情報共有が可能になったことを示し

ている。空軍の ADIZ に関する 2008 年からの発言と近年の演習状

況から考察すると解放軍は以前から東シナ海沿岸空域を統制する能

力を保有しており、作戦の基盤が構築されていたことで東海統合作

戦指揮センターの設立と ADIZ の設定に動いた可能性があり、注意
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深く観察することが望まれる。 
イ 作戦指揮 
中央軍事委員会統合作戦指揮センターには各軍区の状況が送られ 

てきており、現時点でも簡易な掌握は可能な状況にあると考えられ

る。しかし同センターの能力、構成について不明な点が多く、現段

階ではその機能を判断できない。東海統合作戦指揮センターについ

ても同様の理由から指揮能力を正確に判定することが困難である。

ただし、2013 年４月発表の中国国防白書で実戦的な演習、訓練を

進めることを掲げ、軍事訓練の変換を推し進める(49)との記述があ

ることから、解放軍の統合作戦に関する指揮機能は組織構築を含め

発展途上にあるものと考えられる。演習状況等から指揮および能力

について引き続き継続した評価を行うことが望まれる。 
また解放軍は、党の軍隊であるという前提から、政治委員による

指揮系統を今後も存続させざるを得ない(50)。これは今日の軍事上

の一般的なすう勢である軽快機敏な指揮が執りにくい指揮形態であ

るが、演習等において支障となっている形跡は確認できていない。 
(2) 解放軍統合化の動向 
ア 統合化への課題 
現在、解放軍総部の主要な役職と各軍区の軍司令官は、近代戦の

経験がない陸軍の将官が就いており、海空のアセットを使用した統

合作戦の指揮が機能するか未知数である。仮に各軍区に統合作戦を

指揮する司令部が設置されたとしても統合作戦に理解のある司令官

および幕僚が充分に確保しているとは考えにくい。このため現時点

における統合作戦の課題の一つとして人材の不足が挙げられる。こ

のことは、解放軍において 2020 年に向けて統合作戦、情報化作戦

の指揮や情報化された軍隊の建設を担うための人材育成のプロジェ

クトを推進していることからもわかる(51)。このプロジェクトが順

調に進捗すれば中央軍事委員会統合作戦指揮センターおよび各軍区

における人材も充足し、統合作戦の指揮能力が飛躍的に向上するこ
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とが予想される。 
一方、中央軍事委員会統合作戦指揮センター内の縦割り編成に象

徴される各軍の統合化に対する意識改革も課題の一つと考えられる。

特にこれまで重用されていた陸軍は、統合化に伴う解放軍内の影響

力低下、予算配分の減少、人員の削減や軍区の再編による人事上の

不利益が懸念される。1985 年、鄧小平は「量から質」を唱え 100
万人以上の削減を伴う解放軍近代化を実行したが、それは同時に軍

に対して士気の低下、将校の比率増や人事の停滞など、いまだに解

決できていない問題をもたらしている(52)。そうした状況を踏まえ

れば陸軍が統合化に対して反発または消極的になることも考えられ

る。 
イ 困難な改革の推進 
習主席が 2014 年２月に解放軍の改革を深化させる小組を発足さ

せたことおよび 2014 年６月元中央軍事副委員長除才厚の党籍剥奪

処分を決定（軍事裁判で刑事責任の追及も決定）したことは(53)、

腐敗の追放を含めた解放軍に対しての改革の意思が本気であること

を示す狙いがあった。逆にいえば、改革が一筋縄でいかないことを

表している。習主席の度重なる解放軍への視察(54)は支持を取り付

けるための行動であり解放軍機関紙や将校の言動を見る限りでは、

現段階において解放軍は習主席を支持していると判断できる(55)。

しかし、腐敗と汚職の追放、特権の廃止は解放軍高級将校らの既得

権益を奪うことになるため支持がいつまで続くかは予想できず、統

合化を含めた軍の近代化のための改革が遅滞することも考えられる。 
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